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（B-DASHプロジェクト）参画事例

高知市上下水道局下水道施設管理課

1



１ B-DASHプロジェクト「無曝気循環式水処理技術」と応募について

○本技術は標準活性汚泥法と比較し，水質は同等としながら，建設費，維持管理費，消費電力などの
抜本的な低減を目指すもので，エネルギー需給の逼迫，地球温暖化対応等の社会的要請を踏まえ,
下水道事業における省エネルギー化等による経営安定化に資する水処理技術と考えられた。

○高知市は，「高知市下水道中期ビジョン2012」に合致する技術と考え，導入の検討を進めた。

○平成25年度に高知大学とメタウォーター㈱及び高知市にて小型実証実験を実施。

○小型実証実験での結果等をもとに高知大学，日本下水道事業団，メタウォーター㈱及び高知市の
共同研究体がＢ－ＤＡＳＨプロジェクトに応募し，平成26年度実施事業として採択。

・良好な水環境

◎経営の健全化

・災害対策

下水道

中期ビジョン2012 無曝気循環式水処理技術

・良好な水質

◎消費エネルギー低減

◎既存施設の活用

・災害時復旧

合致
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２ 「無曝気循環式水処理技術」の体制と役割について

○体制 ：高知大学、日本下水道事業団、メタウォーター㈱、高知市
○実施場所：高知市下知水再生センター 東７系
○規模 ：６，７５０ｍ３／日

高知市

高知大学

日本下水道事業団

メタウォーター㈱ 総合ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

運転管理

科学的検証

研究管理と普及･展開
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下水道事業計画図

３ 「無曝気循環式水処理技術」の実施場所について

○体制 ：高知大学、日本下水道事業団、メタウォーター㈱、高知市
○実施場所：高知市下知水再生センター
○規模 ：６，７５０ｍ３／日

 はりまや橋を含む中心街１,２００haのエリ

アを受け持つ高知市最大の下水道処理
施設

 処理区域人口；８５，０００人
 現有処理能力；６６，５４０ｍ３/日
 運転管理；民間委託（仕様書発注）
 水質管理；直営
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完成施設

土木躯体のみ完成

B-DASH施設

凡　例

西系

３ 「無曝気循環式水処理技術」の実施場所について

○体制 ：高知大学、日本下水道事業団、メタウォーター㈱、高知市
○実施場所：高知市下知水再生センター
○規模 ：６，７５０ｍ３／日 ⇒ 土木躯体のみ完成していた東7系に設置

西系は供用開始後，約５０年

西系廃止に向けて，
東７系，８系の施設稼動準
備を行う必要があった。

実証施設 ６,７５０m3/日

東1-4系

東5-8系

区分 西 東

標準活性汚泥法

ｽﾃｯﾌﾟ流入式多段式（２段）硝化脱窒法

現有処理能力 ２６，０００ｍ3／日 ４０，５４０ｍ3／日

供用開始 昭和４４年１０月 昭和５８年４月

処理方式 標準活性汚泥法
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３ 「無曝気循環式水処理技術」の進捗状況について

○国土技術政策総合研究所（以下，国総研という）から委託を受けてH26・27年度の2年間で実施した4者
（高知大学，日本下水道事業団（JS），メタウォーター,高知市）による「無曝気循環式水処理技術」の
研究（以下，「実証研究」という）は完了

○H29年３月に国総研から導入ガイドラインを公表
○更なる技術の改善や運転管理手法の確立を目指し，H28年度からの3年間で「自主研究」を実施中

H25年度

小型実証実験

B-DASH事業
（共同委託研究）
「実証研究」

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度

H26.6 ４者（高知大学・JS・メタウォーター・高知市）

４者（高知大学・JS・メタウォーター・高知市）

H29.３
国総研よりガイドライン
発刊

採択

共同自主研究
「自主研究」

H28.4 H31.3

H27.3

H25.6

H26.3

４者（高知大学・JS・メタウォーター・高知市）

H28.3

建 設 運 転

3者（高知大学・メタウォーター・高知市）H26.6

総研

H26.6

H35年度
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○前段ろ過と散水担体ろ床で生物処理による有機物（ＢＯＤ）除去。
○前段ろ過と最終ろ過で安定的に固形物（ＳＳ）を除去。

４ 「無曝気循環式水処理技術」の特長について

４－１ 安定した水質の確保

散水担体ろ床

散水機

前段ろ過 散水担体ろ床 最終ろ過

担体（ろ材）

7.5mm 15mm 5～6mm

循環
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○従来の標準活性汚泥法では，生物反応槽に大量の空気を送り込む送風機設備が必要。
○本技術では，大気中の酸素を取り込む気液接触方式に変更。
○低動力で酸素供給を行えるため，送風機設備の電力使用量が削減できる。

４－２ 消費電力を大幅に削減

生物反応槽と散水担体ろ床の比較

４「無曝気循環式水処理技術」の特長について

従来法と本技術のユニット比較

前段ろ過 散水担体ろ床 後段ろ過
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○既存水槽を活用し，更新費用を抑えた水ｼｽﾃﾑへの転換が可能。
○設置スペースの半減が可能。
○水量が増加する下水処理場においても、新たな土木躯体の増設コストを抑制。

４「無曝気循環式水処理技術」の特長について

４－３ 既設の土木躯体の有効活用

設置スペースのイメージ図 更新による設置例

散水担体ろ床
前段
ろ過

後
段
ろ
過

散水担体ろ床前段ろ過

前段
ろ過 散水担体ろ床

散水担体ろ床

後段ろ過
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５ 「無曝気循環式水処理技術」「実証研究」評価結果について

○本技術は，省エネルギー化が図れる水処理技術であり，特に気候の温暖な地域において
有効である考えられることから，さらなるデータ取得の継続，知見の蓄積等にとり組む
ことを期待する。

下水道革新的技術実証事業（B-DASH）評価委員会 評価結果（H28.3）

国総研よりガイドライン発刊
（H29年3月）
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開発目標と「実証研究」結果

５ 「無曝気循環式水処理技術」「実証研究」評価結果について

○本技術は，省エネルギー化が図れる水処理技術であり，特に気候の温暖な地域において
有効である考えられることから，さらなるデータ取得の継続，知見の蓄積等にとり組む
ことを期待する。

開発目標と実証研究結果比較

開発目標 実証結果※

○消費電力量 70％削減 ⇒ 53％削減

○維持管理費 40％削減 ⇒ 36％削減（ただし，人件費を除く）

○建設コスト 30％削減 ⇒ 5％削減

○水質

　通常運転時 15mg/L以下 ⇒ 15mg/L以下達成（BOD）

　低負荷運転時 標準活性汚泥法同等 ⇒ やや劣る結果（BOD,SS）

※コスト比較は最大処理量5万m3日でのモデル処理場対比結果（B-DASHガイドライン47頁参照）
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６ 「無曝気循環式水処理技術」の「自主研究」について

○本技術の国内外への普及展開のため，B-DASHプロジェクトで得られたデータおよび知見
について，さらなる蓄積を図るとともに，維持管理面の課題を解決することを目的に無曝
気循環式水処理技術実証研究の共同研究「自主研究」の協定を締結。

○高知市は，フィールドの提供（ユーテリティ費を含む）と運転管理を行いつつ，
実施設としての導入検討を行う。

無曝気循環式水処理技術実証研究の共同研究（自主研究）について
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H25年度

小型実証実験

B-DASH事業
（共同委託研究）
「実証研究」

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度

H26.6 ４者（高知大学・JS・メタウォーター・高知市）

４者（高知大学・JS・メタウォーター・高知市）

H29.３
国総研よりガイドライン
発刊

採択

共同自主研究
「自主研究」

H28.4 H31.3

H27.3

H25.6

H26.3

４者（高知大学・JS・メタウォーター・高知市）

H28.3

建 設 運 転

3者（高知大学・メタウォーター・高知市）H26.6

総研

H26.6

H35年度



○従来の「散水ろ床法」は，一般的な処理方式である
標準活性汚泥法に比べると，省エネ技術であったが，
課題が多かったため，導入が進まなかった。

①ろ床の閉塞による処理機能悪化
②ろ床蝿の発生による周辺環境への影響
③臭気の発生
④水質が悪い etc

７ 「無曝気循環式水処理技術」の課題と「自主研究」検証状況について

○新技術について有効性が確認された

従来の散水ろ床には
課題が・・・・・

○「従来の課題」；新技術を改良し，検証を継続。
⇒新技術を更に確実なものに仕上げる必要がある（信頼性向上）。

○「新技術課題」；新たな管理項目等を追加し，新たな指標を確立する。
⇒新技術なので独自の水質管理指標確立が必要である。

今後，水質管理をする
上で必要な指標は？

「自主研究」

「実証研究」

新技術の改良
（ハード面・ソフト面）

「従来の課題」

「新技術課題」

新技術の導入
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８ 「無曝気循環式水処理技術」の導入メリットについて

○事業費の低減（ランニング・イニシャルコスト）
・汚水処理量が増えたときに送風機稼動台数を増やす必要がなく，電力費の低減が可能。
・実証施設ではあるが，自主研究終了後は実施設として活用できる。

○災害時の復旧
・構造的に耐震性能が高く，早期に復旧が可能。

○スキル向上
・生物管理可能な「散水ろ床法」の運転指標確立を検討するなど，スキル向上に繋がっている。

高知市導入メリット

○新技術の開発スピード向上
実規模の「実証研究」を行うことで実規模ならではの課題が見え，開発時間の短縮ができる。
⇒省エネ技術の国内外への普及展開

○産官学のネットワーク構築など
地元大学との連携による効果のほか，地方ならではの目線での解決方法が期待できる。

その他メリット
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ご清聴
ありがとうございました。
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